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エネルギー基本計画の位置づけとスケジュール

2出所：GX実⾏推進担当⼤⾂（2024）「我が国のグリーントランスフォーメーションの加速に向けて」10⽉31⽇（第13回GX実⾏会議、資料1）, p.31

12⽉20⽇の合同
会議が⼤もめに。
その原因をつ
くったのがエネ
ルギー基本計画
素案



第7次エネルギー基本計画素案

3出所：資源エネルギー庁（2024）「エネルギー基本計画（原案）の概要」12⽉、p.10

2040年度⽬標
⽕⼒   3〜4割
原発 2割
再エネ 4〜5割



2030年度と2040年度⽬標の電源構成はほぼ同じ

4
https://www.enecho.meti.go.jp/category/
others/basic_plan/pdf/20211022_03.pdf

第6次エネルギー基本計画

2040年度⽬標
⽕⼒   3〜4割
原発 2割
再エネ 4〜5割

2030年度⽬標
⽕⼒  41％   4割
原発  20-22%  2割
再エネ36〜38％ 4割



第7次エネルギー基本計画
第7次エネルギー基本計画
（素案）
2040年度
•原発 2割
•再エネ 4〜5割
•⽕⼒ 3〜4割
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第6次エネルギー基本計画

2030年度
•原発 20〜22％
•再エネ 36〜38％
•⽕⼒ 41％

10年間で殆ど同じ
トランスフォーメーション無し
GXの正体は原発・⽕⼒の維持



国⺠負担で進められる⽕⼒3〜4割、原⼦⼒2割
〜⻑期脱炭素電源オークション
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⼤規模・⻑期の「脱炭素電源」のための「事業環境整備」
（＝原⼦⼒・⽕⼒）

出所：「エネルギー基本計画（原案）」（総合資源エネルギー調査会第67回基本政策分科会, p.27



容量市場と「脱炭素電源オークション」
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• 容量市場から「⻑期脱炭素電源オークション」へ
• 化⽯電源を全て「脱炭素電源」に置き換える。
• 対象となる「脱炭素電源」とは何か、が重要。

出典：電⼒広域的運営推進機関(2024)「⻑期脱炭素電源オークションの概要について（応札年度：2024年度実施分」7⽉, p.15



「⻑期脱炭素電源オークション」
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•化⽯電源を全て「脱炭素電源」に置き換える。

出典：電⼒広域的運営推進機関ウェブサイト  https://www.occto.or.jp/capacity-market/decarbonation_know



10

「⻑期脱炭素電源」オークションの中⾝（2023年度）
• ⽕⼒67.3%、原⼦⼒13.5%で8割超
• 電⼒システム改⾰・GX「脱炭素」政策に⽕⼒・原

⼦⼒維持策がビルトインされている。

出典：電⼒広域的運営推進機関(2024)「⻑期脱炭素電源オークションの概要について（応札年度：2024年度実施分」7⽉, p.14

島根原発
3号機



電気料⾦から原資を徴収

•⻑期脱炭素電源オークションは容
量市場の⼀種
•消費者が⽀払う電気料⾦の中に
⽕⼒、原⼦⼒確保のための資⾦が含
まれている。
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国⺠負担で進められる⽕⼒3〜4割、原⼦⼒2割
〜原発の総括原価⽅式電気料⾦
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原発新設は脱炭素電源オークションでも難しい
・現⾏制度とは、「⻑期脱炭
素電源オークション」をはじ
めとする原⼦⼒⽀援策のこと。
・あげられているリスクは、
原⼦⼒発電固有のリスクであ
り、市場経済のもとでは原発
新設のための資⾦調達が不可
能であることを物語っている。

出所：デロイトトーマツ（2024）「原⼦⼒⼩委員会プレゼン 次世代⾰新炉への投資や再稼働投資に関わる原⼦⼒事業環境⾯での課題」（第38
回原⼦⼒⼩委員会、資料4、p.13)、2⽉20⽇
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事業環境整備がされても資⾦調達できない

出所：デロイトトーマツ（2024）「原⼦⼒⼩委員会プレゼン 次世代⾰新炉への投資や再稼働投資に関わる原⼦⼒事業環境⾯での課題」（第38
回原⼦⼒⼩委員会、資料4、p.15)、2⽉20⽇



新たな延命策：RABモデル（＝総括原価⽅式）
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①RABの価値の増加（建設期間）: 建設段階での資本投資を
反映。

②運転段階でのRABの減少: 減価償却を反映。

③追加の資本投資: RABに追加。

④減価償却により運転期間が終わる際にRABはゼロになる。

⑤建設期間から投資家（電⼒会社）に投資に対する報酬（収
⼊）が発⽣。（＝事業報酬のようなもの）

⑥運転期間における投資回収（減価償却に伴う回収）

⑦許可収⼊：維持費・運転費、廃炉費、放射性廃棄物処分費

出所：https://consumer.scot/publications/public-information-note-on-nuclear-rab-and-sizewell-c-html/



RAB（原発の総括原価⽅式）モデルの特徴
• 電⼒会社は、建設期間中から収益を得ることができる。

• 電⼒会社は、建設期間が延びたり、建設費が増加しても収益を得る。

• 当該電⼒会社の消費者でない消費者からも資⾦を回収しうる制度であ
る。

• RABモデルの対象となる原発のコストとリスクは他電源と⽐べて⾼
い。そのため電気料⾦は上がる。

• RABモデルは、特定⺠間企業（⼤⼿電⼒会社）の特定電源（原発）
の新設を対象にした資⾦⽀援の仕組みにである。これは、当該電⼒会
社を競争上著しく有利にすることから電⼒⾃由化の趣旨にも反する。



第7次エネルギー基本計画は分岐点
⽇本経済/社会の⼤きな分かれ道

• 1.5度/2度⽬標に整合的なNDC、再エネ100％超路線
★ 再エネ電気の需要急増、再エネPPAの急拡⼤ ＝社会的ニーズ
→ 再エネ/省エネを基盤とする社会への⾰新的移⾏（トランスフォーメーション）
→ 再エネ需要のより⼀層の増⼤ → 電気料⾦低下、雇⽤増、経済成⻑

• 「原発も再エネも」路線＝GX政策路線
• 「原発20％」を決め打ち（過⼤な⽬標設定が特徴）→ 再エネ⽬標抑制
→ 原発＝「柔軟性(flexibility)」の全くない電源の居座り → 再エネ抑制
→ 原発・⽕⼒のための資⾦メカニズム → 国⺠負担増（電気料⾦の底上げ）
• 再エネ50〜60％⽌まり → 広域連系系統整備計画に反映
→ 物的に再エネが拡⼤しない状態に → 再エネ供給抑制 → 成⻑抑制
→ 世界から取り残される⽇本へ



18

広域連系系統のマスタープラン（2023年）
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すでに2050年度⽬標が組み込まれている

出所：電⼒広域的運営推進機関
(OCCTO)[広域系統⻑期⽅針（広域連
携系統のマスタープラン）」3⽉, 
pp.16-17

再エネ率50〜60％を前提に
広域連系系統が作られる。

||
再エネ100％の⾜枷に



まとめ
• 第7次エネルギー基本計画原案は、社会のトランスフォーメーション
を押しとどめるものである。

• 政府の第7次エネルギー基本計画、GX政策の正体は、原発・⽕⼒の維
持、再エネ抑制である。

• 原発・⽕⼒のコスト・不確実性は⾼く、維持・拡⼤には国⺠負担が必
要である。

• 原発・⽕⼒延命・維持の汚染型・停滞型経済/社会を⽬指すか、

再エネ100％を基盤とする環境保全型・成⻑型経済/社会を⽬指すか、
⼤きな分岐点にある。


